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1.はじめに 
2006/07年冬（以下06/07冬）は、日本では、

1898/99年の統計開始以来、都市化の影響の
比較的少ない全国17地点の冬平均気温が、
1948/49年冬と並んで最も高くなり（図1）、
全国的に記録的な暖冬となった。日本以外で
も、ユーラシア大陸上の広い範囲で顕著な高
温となった（図2）。このような暖冬をもたら
した冬の循環場の特徴を、極東域を中心に解
説し、その要因について述べる。また、06/07
冬とは対照的に2005/06年冬（以下05/06冬）
は2005年12月に極端な低温となった。このた
め2005/06年冬（以下05/06冬）の循環場との
比較を、12月を中心に行ない、その特徴の違
いを明らかにする。 
 

2.2006/07年冬の循環場の特徴と2005/06年

冬との比較 

 冬平均（12～２月）した海面更正気圧（図

3）を見ると、アリューシャン低気圧の中心

は平年より東に位置しており、シベリア高気

圧は中心付近から東シベリアにかけて平年

より弱かった。このことは、冬型の気圧配置

は一時的で長続きせず、大陸からの寒気の吹

き出しが平年より弱かったことを示してい

る。一方、対流圏上層の大気の流れを見ると

（図4）、平年の平均場ではあまりはっきり

と見られない、ヨーロッパからバイカル湖付

近にかけての寒帯前線ジェットが明瞭であ

り、06/07冬を通して持続していた。また日

本の南東のジェット気流は平年より弱かっ

た。 

本稿では、北半球規模の大気循環の特徴を

把握するため、冬平均海面更正気圧に主成分

分析を適用した。その第１主成分の固有ベク

トル（以下 冬 SLP_EOF1）によるスコアを冬

季に卓越する北極振動（以下 AO）の指標と

して用いた。図 5a は冬 SLP_EOF1 の分布、図

5b は冬 SLP_EOF1 に海面更正気圧の５日平均

平年偏差値を投影して計算したスコアの時

系列図である。図 5a を見ると、50～60°N 帯

を境に、極付近で負偏差、その南で正偏差が

分布している。このことは、温度風の関係か

ら、正の AO が卓越する時には、寒帯前線ジ

ェットが平年より明瞭となりやすいことを 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1日本の冬平均地上気温の平年差の経年変化（1899

～2007 年）。 

棒グラフ：各年の平均気温の平年値との

差、太線（青）：平年差の 5 年移動平均、

直線（赤）：長期的な変化傾向。平年値は

1971～2000 年の 30 年平均値。 

図 2 2006/07 年冬平均気温偏差規格化階級分布図。

 

 

図 3 2006/07 年冬平均海面更正気圧および平

年偏差。 

等値線は海面更正気圧を表し、間隔

は 4hPa。陰影域は平年偏差を表す。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

示唆している。また、極東域に着目すると、

シベリアでは平年より気圧が低く、カムチャ

ツカからアリューシャン列島にかけては平

年より気圧が高い。このことは、正の AO が

卓越する時には、冬型の気圧配置が弱まりや

すいことを示している。06/07 冬におけるス

コア（図 5b の赤棒グラフ）は、12 月から１

月にかけてプラスで経過しており、前述の寒

帯前線ジェットの特徴と概ね整合している。

比較のために、併せて掲載した 05/06 冬のス

コア（図 5b の青棒グラフ）は、11 月後半か

ら１月にかけてマイナスで経過しており、12

月を中心に両年で対照的なスコアとなって

いる。このスコアの経過は、後述するように

寒帯前線ジェットの位置や強さなど偏西風

の推移が両冬で大きく異なることに対応し

ている。特に両冬で違いが明瞭だった極東域

から北太平洋にかけての帯状平均東西風の

経過図を比較のため示す（図6）。06/07冬は、

12月前半に40°N付近においてジェット気流

の強まりが見られたものの、その後は特に強

まることなく、亜熱帯ジェットは徐々に南下

していった（図 6a）。また寒帯前線ジェット

に相当する 50～60°N 帯の偏西風は、12 月の

初めには平年より弱かったが、その後は徐々

に強まり、12 月後半以降は概ね平年より強い

状態が続いた。平年の冬であれば、偏西風の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蛇行が強まり、寒気の影響を持続的に受ける

時期がある。しかし、06/07 冬はこのような

状況が起きにくく、寒帯前線ジェットの南側

に顕著な高温となった地域が集中していた

（図 2）。一方、05/06 冬は 30～40°N 帯のジ

ェット気流が平年より強く、且つ 40～60°N

帯では、風速の弱い状態が 11 月後半から 12

月の終わり頃まで持続した（図 6b）。このよ

うに、両冬間で寒帯前線ジェットや 40°N 付

近に見られるジェット気流の位置や強さの

経過が、冬の前半を中心に大きく異なってい

た。 

図 7 に 200hPa における波の活動度フラッ

クス(Takaya and Nakamura 2001)と流線関数、

外向き長波放射量の平年偏差を示す。2006

年 12 月にはインド洋西部を中心とした対流

活発、インドネシア付近の対流不活発の対比

が明瞭であり、インド北部の上層の高気圧性

循環偏差や波の活動度フラックスも明瞭だ

った（図 7a）。また、中国南部に弱い低気圧

性循環偏差、日本の南東海上に明瞭な高気圧

性循環偏差が分布した。これは、日本の南海

上の下層では、平年より日本付近に寒気の流

入しにくい場となっていたことを示してい

る。さらに、アリューシャン列島付近を中心

とする低気圧性循環偏差も明瞭であり、地上

のアリューシャン低気圧が平年より東に位 

（a）Normal winter mean （b）Winter 2006/07 mean 

図 4 平年冬平均（a）、2006/07 年冬平均（b）の 300hPa 風速および風ベクトル。  

細い黒線は風速を表し、間隔は 20m/s。20m/s 以上の領域に水色、40m/s 以上の領域に青色をそれ

ぞれつけている。(b)の太い緑線は風速の平年の 40m/s の等値線を表している。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）SLP_EOF1 (b) Time series of PSEA_EOF1 scores by the 5-day mean data. 

図 5 北半球冬平均海面更正気圧の主成分分析による第一固有ベクトルの分布図（a）と 5 日平均スコアの時

系列図（b）。  

主成分分析は 1979～2004 年までの 26 事例を用いて計算した。スコアは第一固有ベクトルに 5 日

平均海面更正気圧平年偏差を投影したもの。青、赤の棒グラフは 05/06 冬、06/07 冬のスコアを

示す。 

（a）Winter 2006/07 

（b）Winter 2005/06 

図 6 90°E～120°W で帯状平均した５日平均 300hPa 東西風の緯度時間断面図。  

太い黒実線は東西風を表し、間隔は 20m/s。陰影域は平年偏差を表し、間隔は 4m/s。(a)、(b)はそれ

ぞれ 2006/07 冬、2005/06 冬の経過を表す。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

置したことと対応している。 

一方、2005 年 12 月は、ラニーニャ現象が

発生していたこともあり、インドネシアを中

心に広い範囲で対流活動がかなり活発、イン

ド洋西部で対流活動が不活発となった（図

7b）。対流活動に対応する明瞭な高気圧性循

環偏差は中国南部に見られ、さらに日本の東

海上では準定常ロスビー波の波束伝播によ

って低気圧性循環偏差が強められた。このた

め日本付近では北西流が卓越していた。この

ように、寒帯前線ジェットを中心とした中高

緯度の循環場のみならず、熱帯の対流活動の

特徴についても、06/07 冬は 05/06 冬と比較

して対照的な分布であった。 

06/07 冬の循環場を特徴づけた要因として、

シベリア高気圧、寒帯前線ジェット（偏西風）、

インド洋の対流活動を指摘できる。以下、こ

れらの点について考察する。 

 

3.シベリア高気圧の発達に関する考察 

 Takaya and Nakamura（2005）は、シベリ

ア高気圧の発達には、対流圏上層を伝播する

準定常ロスビー波の砕波が重要な過程のひ

とつであると解析している。また前田ら

(2006)は、05/06 冬の異常低温をもたらした 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原因のひとつとして、シベリアのブロッキン

グ高気圧の影響を指摘している。例えば 2005

年 12 月 1～3 日には、05/06 冬において最も

シベリア高気圧が強まっており、その中心の

海面更正気圧は 1060hPa を超えていた（図省

略）。この時の対流圏上層の大気の流れを確

認するため、同時期の 320K 等温位面上の渦

位分布図を見ると（図 8b）、2005 年 12 月１

日には、ユーラシア大陸のジェット気流沿い

に伝播してきた準定常ロスビー波束の増幅･

砕波に伴い、カムチャツカ半島付近から東シ

ベリアに向けて急速な低渦位の侵入が起き、

高気圧性の孤立渦が形成された。この孤立渦

は２日から３日にかけてゆっくりと西進し、

中央シベリア上空で上流から低渦位の補給

を受けながら数日間持続した。一方、2006

年 12 月には（図 8a）、12 日から 13 日にかけ

て、ヨーロッパからロシア西部に比較的規模

の大きい低渦位の侵入が見られ、中央シベリ

ア付近に高気圧性の孤立渦が形成された。し

かし、この孤立渦は順調に東進して、16 日に

下流の低渦位域に吸収された。同様な事例は

1 月以降にも見られた（図省略）。また 2005

年 12 月に見られたような、太平洋方面から

シベリア方面への、低渦位の侵入や孤立渦の 

（a）December 2006 

（b）December 2005

図 7 月平均の 200hPa 波の活動度フラックス、流線関数と外向き長波放射量（OLR）の平年偏差。  

矢印は波の活動度フラックスの水平成分を表す。単位は m2/s2。等値線は流線関数の平年偏差を表し、

間隔は 4×106m2/s。陰影域は外向き長波放射量（OLR）を表す。 (a)、(b)はそれぞれ 2006 年 12 月、

2005 年 12 月のものを表す。   



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）Dec. 14 00UTC (left), Dec. 15 00UTC (center), Dec. 16 00UTC (right) in 2006 

（b）Dec. 1 00UTC (left), Dec. 2 00UTC (center), Dec. 3 00UTC (right) in 2005 
図 8 2006 年 12 月（a）と 2005 年 12 月（b）における 320K 等温位面上の渦位分布図。 

単位は PVU（1PVU=10-6m2/s K/kg）(a)、(b)はそれぞれ 2006 年 12 月 14～16 日、2005 年 12 月１～３日

のものを表す。赤矢印は、切離された低渦位を指している。  

(a) December 2006                                        (b) December 2005 
図 9質量重み付き等温位面帯状平均場における北半球対流圏の EP-flux とその発散平年偏差。  

矢印は EP-flux の平年偏差ベクトルを表し、単位は m2/s2。陰影域は EP-flux の発散の平年偏差を表

し、等値線の間隔は 4m/s/day。(a)、(b)はそれぞれ 2006 年 12 月、2005 年 12 月平均を表している。

なお、EP-flux は等温位面で計算したものを等圧面に投影し描画している。  

(hPa) (hPa) 



 

形成は季節を通して見られなかった(図省

略)。 

このような特徴を踏まえて、06/07 冬にお

ける対流圏上層（300hPa）の東西風の偏差分

布を考察すると、先に示したようにヨーロッ

パからシベリア、ベーリング海にかけての偏

西風の流れが平年より東西風が卓越し強か

ったため（図 4b）、シベリア高気圧の持続的

な発達をもたらすような高気圧性の孤立渦

（切離された低渦位）の停滞が見られなかっ

たと考えられる。 

 

4.寒帯前線ジェットを中心とした偏西風の

維持に関する考察 

ここでは、寒帯前線ジェットを中心とした、

偏西風の平年より大きく偏った状態が維持

されたプロセスを、擾乱1による平均場への作

用という観点から考察する。擾乱と平均場の

相互作用の診断には、Eliassen-Palm flux 

(以下 EP-flux) が適している。EP-flux とは、

擾乱のエネルギーの伝播方向や、擾乱による

東向き運動量（以下運動量と省略）の子午面

内における南北・鉛直輸送を表すベクトル量

であり、平均流への強制は、その収束（西風

を減速）・発散（西風を加速）で表される。

擾乱による運動量の輸送をより正確に表現

するため、EP-flux の計算は Iwasaki(1989)

や Tanaka et al.(2004）に倣い、温位座標に

よる定式化を用いる。帯状平均場の東西風の

運動方程式は、中高緯度では以下のような式

で近似的に表すことができる。 

 

 

                (1) 

 

 

   (2)  
 
 
ここでu、v、w は、それぞれ東西風、南北風、

鉛直流、FはEP-flux、Fφ、Fz†は、EP-flux

の南北成分、鉛直成分である。f、a、φ、p、
Φ、λ は、それぞれコリオリパラメータ、地

球の半径、緯度、気圧、ジオポテンシャル、

経度である。また、「†」は等温位面帯状平均、

                                                           
1 大気中の擾乱には、晴天乱流からプラネタリー波ま

で、様々な時空間スケールのものが存在するが、ここ

では、総観規模から惑星規模のもの（水平スケール

1000～10000km）を対象としている。 

「*」は質量重み付けした量、「¯」は帯状平

均、「’」は帯状平均からの偏差をあることを

表す。 

この手法は、地表面付近の運動量輸送も適

切に扱えるという利点がある。図 9a、b はそ

れぞれ 2006 年 12 月、2005 年 12 月の北半球

対流圏の等温位面で求めたEP-fluxとその発

散の平年偏差である。 

2006 年 12 月（図 9a）においては、50～60°

N 帯の対流圏下層で EP-flux の上向き成分と

発散偏差が明瞭である。これは傾圧性擾乱が

平年より極寄りの緯度帯で活発であり（平年

で北半球の傾圧性擾乱が発達する中心緯度

はおよそ 50°N）、且つ対流圏上層から下層へ

運動量を平年より多く輸送していることを

示している。一方、300hPa 面の 60°N 付近で

は、EP-flux の南向き成分が平年より明瞭で

あり、弱いながら発散偏差も見られる。この

ことは、対流圏上層で擾乱が赤道向きに屈折

し伝播することで、極向きに運動量を輸送し

ていたことを示している。つまり、2006 年

12 月は擾乱による、対流圏の上・下層両方の

偏西風を加速・維持する作用が、平年より卓

越していたと言える。 

一方、2005 年 12 月（図 9b）には、40°N

付近の対流圏下層でEP-fluxの上向き成分の

偏差が、60°N 付近の対流圏下層で EP-flux

の下向き成分の偏差が見られる。これは擾乱

の活動が平年より赤道寄りの緯度帯で活発

であり、60°N 付近では、擾乱の活動が平年

より不活発で、対流圏上層から下層への運動

量輸送が平年より少なかったことを示して

いる。一方、上層では EP-flux の極向き成分

や高緯度での収束が平年より明瞭であった。

このことは、擾乱が極向きに伝播することに

より運動量が赤道向きに輸送され、寒帯前線

ジェットが減速されたことを示している。

2006 年 12 月、2005 年 12 月、いずれの場合

も擾乱は偏西風の偏差を維持する方向に作

用していた。 

図 10 は、準定常ロスビー波束の伝播経路

の指標となる、帯状平均東西風から求めた伝

播可能な全波数（Ks）の分布（James, 1994）

である。準定常ロスビー波束は、Ks のより大

きな領域へ伝播しやすい性質をもっている。

11 月 1～10 日平均の Ks の分布を見ると（図

10a）、2006 年については、平年と大きく変わ

らなかった。しかし、2006 年 11 月 11～30

日平均のKsの分布を見ると（図10bの赤線）、 
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50～60°N 付近にかけては、平年（図 10b の

緑線）より Ks の南北勾配が大きく、この緯

度帯では、平年より擾乱が赤道向きに伝播し

やすい基本場となっていたことがわかる。ま

た、2005年11月については（図10bの青線）、

45～60°N において、Ks は極に向かうほど大

きな値となっており、この緯度帯では擾乱は

極向きに伝播しやすい基本場が形成されて

いた。2006 年、2005 年共に、11 月 11～30

日平均のような Ks の特徴的な分布は、12 月

にも引き続き見られていた（図省略）。以上

より、11 月上旬から中旬に循環場に大きな変

化が起こり、平年より大きく偏った基本場が

形成され、その後、維持されていたと言える。 

なお、擾乱による強制や、発散風に伴うコ

リオリ力による加速が、平均流に対してどの

ように寄与していたかの詳細な解析は、氏家

と原田 2007 で述べられているのでそちらを

参照されたい。 

 

5.2006 年 12 月に見られたインド洋上の対流

活動に関する考察 

第 2 節で示した通り、2006 年 12 月はイン

ド洋西部を中心に対流活動が活発、インドネ

シア付近を中心に対流活動が不活発という

対比が非常に明瞭だった（図 7）。対流活動の

循環場への影響を推察するため、図11には、

対流活動の指標として 0～15°N、60～90°E

の領域で、領域平均し符号を反転させた OLR

平年偏差（以下 OLR-ION）と 200hPa 流線関数

平年偏差の線形回帰分布図を示す。インド洋

北半球側で対流活動が活発な場合（OLR-ION

がプラスの時）、インド付近から中東にかけ

ては高気圧性循環偏差、中国から日本の南海

上では低気圧性循環偏差となりやすいこと

を示しており、インド付近と日本の南海上で

は危険率５％で統計的に有意となっている。

また統計的には有意ではないものの、日本の

東海上には高気圧性循環偏差が見られる。し

かし、これだけではインド洋の対流活動が、

中国から北太平洋の波列を形成するような

準定常ロスビー波の波源となりうると結論

付けることはできない。実際、2006 年 12 月

においては、月に３回ほどインドより上流の

ヨーロッパ、アフリカ方面から準定常ロスビ

ー波の波束伝播が明瞭に見られていた。そこ

で、熱帯の対流活動が準定常ロスビー波の波

源の一部として作用していたかどうかを確

認するため、次式で定義したロスビー波ソー

ス（S’）を計算した（Lu and Kim, 2004）。

ロスビー波ソースは、熱帯の対流活動により

生じる発散風やロスビー波束の伝播などに

よって生じる収束・発散により励起されるロ

スビー波束を見積もるために用いられる。 

 

図10帯状平均した200hPa風東西成分と定常ロスビー波

全波数の緯度分布。  

(a)は 11 月 1～10 日平均、(b)は 11 月 11～30 日平

均。細い実線は 200hPa 面で帯状平均した東西風

（m/s）を、マーク付き太実線は無次元化した定常

ロスビー波の全波数をそれぞれ表し、赤線は 2006

年 11 月、青線は 2005 年 11 月、緑線は平年の 11

月に対応。   

(a) 1-10 November mean 

(b) 11-30 November mean 

図 11 12 月における OLR-ION と 200hPa 流線関数平

年偏差との線形回帰分布図。  

等値線は流線関数の平年偏差を表し、間隔は 1

×106m2/s。陰影域は危険率５％で統計的に有

意な領域を表す。図中の赤い四角形は OLR－

ION(符号を反転させた0～15°N,60～90°E領域

平均の OLR 平年偏差)の領域を表す。 
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ここで、f はコリオリパラメータ、ζは相対渦

度、Vdiv は発散風、D は発散である。また、

式中の「¯」は平年の値を、「’」は平年偏差

を表している。右辺第２，４，６項目の合計

を発散風による渦度移流項、第１，３，５項

目の合計を渦度強制項として日毎に計算し

た値を積算し平均した。図 12 に 2006 年 12

月 16～25日平均の200hPa面の渦度と発散風

で計算したロスビー波ソースを示す。この時

期は、12 月の中ではインド洋で最も対流活動

が活発であり、またユーラシア大陸上の準定

常ロスビー波束伝播が最も明瞭に見られて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いた。発散風による移流項に着目すると（図

12a）、アラビア半島からインド北西部にかけ

ては、負渦度の生成が明瞭に見られている。

この領域では渦度強制項と比較しても、発散

風による移流項の負渦度生成の絶対値は大

きい。このことからインド洋の対流活動がヨ

ーロッパ方面から伝播してきた準定常ロス

ビー波を強化していたことが考えられる。な

お、発散風による移流項の中でも擾乱項同士

のかけ合わせである非線型の項（右辺第６

項）が、この期間の負渦度生成に最も寄与し

ており、値にして線型項の２倍程度であった

（図省略）。渦度強制項については（図 12b）、

日本付近の負渦度の生成が明瞭だった。日本

付近については発達した総観規模擾乱が準

定常ロスビー波の波源の一部となっていた

ことを示唆している。 

 

6.まとめ 

06/07 冬の循環場について、シベリア高気

圧、寒帯前線ジェット（偏西風）、インド洋

の対流活動という観点から検討を行った。 

06/07 冬の日本付近からユーラシア大陸に

かけての顕著な高温は、北半球規模の循環場

において前半を中心に正の AO が卓越し、ユ

ーラシア大陸上で準定常ロスビー波の砕波

による孤立渦の形成、持続が起きにくかった

ため、シベリア高気圧が発達せず、極東域で

冬型の気圧配置が平年より弱くなったこと

が直接の原因であった。このような循環場が

維持された要因として、第一に、高緯度にお

ける活発な擾乱活動により、対流圏上層から

下層への運動量輸送が平年より多かったこ

と、擾乱のエネルギーが対流圏上層で赤道向

きに伝播することにより、極向きの運動量輸

送が平年より多かったことが挙げられる。こ

のことにより、60°N 帯における寒帯前線ジ

ェットを含む偏西風が加速されたことは重

要である。そして、擾乱が赤道向きに伝播（極

向きに運動量を運ぶこと）しやすいような基

本場は、11 月に形成されていたことが示唆さ

れた。第二に、極東域で冬型の気圧配置を弱

めた要因のひとつとして、ユーラシア大陸上

のアジアジェット沿いに伝播してきた準定

常ロスビー波束により、中国南部の低気圧性

循環偏差、日本の南東海上の高気圧性循環偏

差、さらにアリューシャン列島付近の低気圧

性循環偏差が強められたことが挙げられる。

ロスビー波ソースを用いた解析により、この
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図 12 2006 年 12 月 16～25 日平均の 200hPa にお

けるロスビー波ソース。  

(a)、(b)、(c)は発散風による渦度移流によ

る項、渦度強制項、トータルの渦度生成量

をそれぞれ表す。単位は 1×10-11/s2。 

(a)vorticity advection term by divergent wind

(b)vorticity forcing 

(c)total 



 

準定常ロスビー波束は、インド洋西部を中心

とした、活発な対流活動により強化されてい

たことが示唆された。 

2005 年 12 月に極端な低温となった 05/06

年冬との循環場との比較を行った結果、期間

の前半を中心に、05/06 冬では負の AO が卓越

し、傾圧性擾乱は平年よりも赤道寄りの位置

で発達し、極向きに屈折して上層の偏西風を

減速する方向に働くなど、非常に対照的であ

った。なお、06/07 冬は停滞性擾乱が赤道向

きに伝播しやすい基本場が、11 月中に既に形

成されていたことは特筆すべき点である。

05/06 冬についても 06/07 冬と同様に、11 月

中に停滞性擾乱の伝播する方向を特定する

ような基本場が形成され、12 月にかけて、擾

乱による運動量輸送により維持されていた。 

今後の課題として、初冬における基本場が

どのように形成されたか、なぜ擾乱による基

本場の維持が２か月近くも成されたのか擾

乱の発達過程を中心に解析を進めていく必

要がある。また 2007 年 2 月には、SLP_EOF１

のスコアが負の値を示していたにも関わら

ず、ユーラシア大陸上の寒帯前線ジェットは

明瞭なままであった。これについても今後さ

らなる調査を進めていく必要がある。 
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